
２．平成２６年度　行財政改革支援等特別交付金事業の個別評価について
【小規模市町村支援・広域連携事業支援用　個別表】

（記載要領）
１　事業毎に調書を作成すること
２　「期待される事業効果等に対する達成状況」については、「達成」、「未達成」を記入し、その理由を右欄に記載すること。

行革効果(a)-(b) 4,890 4,800 4,800 4,800 4,800

本事業の実績額(b) 210 300 300 300 300

本事業を行わなかった
場合に係る経費等(a)

5,100 5,100 5,100 5,100 5,100

行革効果

行革効果の考え方 京丹後ブランドチャレンジショップ運営事業補助金（千円）※都市部でPR活動のために店舗運営を直営で行った場合の想定事業費と比較

年度 26 27 28 29 30

事業実績

取組状況

　京丹後市、宮津市、与謝野町が連携して、丹後地域の魅力を大消費地において発信することを目的に、京都市堀川商店街にアンテナショップ「ホッと丹後」を
運営し、丹後地域の観光情報の発信や産品のPRを行う。
　丹後地域の各市町が連携して取り組むことにより情報発信機能が強化され、丹後地方の魅力をより効果的にPRすることができ、コスト面においても効果が期
待できる。

主な実績数値
（出来高数値等）

　与謝野町負担金　２１０千円

期待される事業効果等
に対する達成状況

達成 （左の理由）
　丹後地域の魅力発信は市町単体ではなかなか効果が得られるものではなく、丹後地域が協力し
てＰＲを行うことにより都市部の消費者にも魅力が理解されやすい。知名度向上や販路拡大には
まだ時間を要すると考えるが、引きつ続き近隣市町と連携して取り組んでいきたい。

事業着手前

課題・現状
　長引く不況の影響の中、当町を含めた丹後地域においては地場産業・観光産業の活性化が課題となっており、都市部などで地域の魅力・情報発信を行うた
めには、単体の市町村を単位とするのではなく、広域を単位とした事業実施や発信が必要となっている。

事業概要
　京丹後市、宮津市、与謝野町や丹後地域各団体が連携して、丹後地域の魅力を大消費地において発信することを目的に、京都市堀川商店街にアンテナ
ショップ「ホッと丹後」を運営し、丹後地域の観光情報の発信や産品のPRを行う。

期待される事業効果等
　丹後地域の魅力を広域的に連携して発信することで、それぞれの魅力がまとまりを持って、相乗効果的に発信できるとともに、コスト面等においても効果的に
事業実施を行うことができる。

京都府行財政改革支援等特別交付金　自己評価調書
団体名 与謝野町

支援区分 事業名・実施項目

広域連携事業支援 丹後地域特産品販路開拓事業



２．平成２６年度　行財政改革支援等特別交付金事業の個別評価について
【小規模市町村支援・広域連携事業支援用　個別表】

（記載要領）
１　事業毎に調書を作成すること
２　「期待される事業効果等に対する達成状況」については、「達成」、「未達成」を記入し、その理由を右欄に記載すること。

行革効果(a)-(b) 8,209

本事業の実績額(b) 19,239

本事業を行わなかった
場合に係る経費等(a)

27,448

行革効果

行革効果の考え方 事業費（事務費を除く）の総額と本町分担額との差額を経費削減効果額とする

年度 26

事業実績

取組状況

　現在の本町における可燃ごみの処理は宮津市にある清掃工場で行っており、伊根町とともに宮津市に処理業務を委託している。その清掃工場も地元との協
定により移転する計画であり、新たな清掃工場の建設が必要である。
　清掃工場の建設は各市町の財政力では単独整備など到底できるはずもなく、近隣市町が一体となって整備することとなり、現行の宮津市の清掃工場に替わる
新施設の完成を目指した協議会を組織し、事務局を与謝野町役場に置いて事務事業を行う。
　当地域の課題となっているごみ処理問題を、1市2町が事務事業から連携し取り組むことで、候補地選定から建設事業実施までの長期にわたる大規模事業を、
効率的かつ一体的に実施することができる。
　なお、平成25年4月1日より一部事務組合化。

主な実績数値
（出来高数値等）

　新ごみ処理施設整備事務局の運営　　負担金　１９，２３９千円

期待される事業効果等
に対する達成状況

達成 （左の理由）
　行革効果が表れるであろう施設建設が後年度に予定されているため、建設事業が実施されれば
達成される。

事業着手前

課題・現状

　現在の本町における可燃ごみの処理は宮津市にある清掃工場で行っており、伊根町とともに宮津市に処理業務を委託している。
　その清掃工場も地元との協定により移転する計画であり、京丹後市も含めた丹後全域の枠組みで新たなあり方を模索してきたところである。
　各市町の財政力を勘案すれば、当然単独で清掃工場の整備などできるはずもなく、協議の結果、本町の可燃ごみ処理は宮津市・伊根町とともに引き続き1市2
町の枠組みで行うこととなり、現状に替わる新たな清掃工場の建設を検討することとなった。

事業概要
　清掃工場の整備は各市町の財政力では単独整備など到底できるはずもなく、近隣市町が一体となって整備することとなり、現行の宮津市の清掃工場に替わる
新施設の完成を目指した協議会を組織し、事務局を与謝野町役場に置いて事務事業を行う。

期待される事業効果等
　当地域の課題となっているごみ処理問題を、1市2町が事務事業から連携し取り組むことで、候補地選定から建設事業実施までの長期にわたる大規模事業を、
効率的かつ一体的に実施することができる。

京都府行財政改革支援等特別交付金　自己評価調書
団体名 与謝野町

支援区分 事業名・実施項目

広域連携事業支援 宮津与謝広域ごみ処理施設整備事業



２．平成２６年度　行財政改革支援等特別交付金事業の個別評価について
【小規模市町村支援・広域連携事業支援用　個別表】

（記載要領）
１　事業毎に調書を作成すること
２　「期待される事業効果等に対する達成状況」については、「達成」、「未達成」を記入し、その理由を右欄に記載すること。

行革効果(a)-(b) 5,143

本事業の実績額(b) 857

本事業を行わなかった
場合に係る経費等(a)

6,000

行革効果

行革効果の考え方 １市２町の負担金総額と本町負担金との差額を行革効果とする

年度 26

事業実績

取組状況
　老朽化が進む宮津与謝地域のし尿処理施設の整備について、宮津市、伊根町及び与謝野町のし尿等のあり方を調査、研究し、し尿処理施設の整備方途を
決定する判断材料を整えるため、１市２町が共同により「宮津与謝し尿処理のあり方研究会」を設置し、研究を進めた。

主な実績数値
（出来高数値等）

　し尿処理のあり方研究会　補助金　８５７千円

期待される事業効果等
に対する達成状況

達成 （左の理由）
　単独で調査・研究を行うよりも各市町負担を低く抑えられているという点では一定の効果が表
れているが、本当の行革効果が表れるのは、し尿処理施設の整備方途等が決定された後である。

事業着手前

課題・現状

　現在、宮津市の施設は昭和39年11月に供用開始、昭和51年3月に増設工事、与謝野町の施設は昭和39年2月に供用開始、昭和48年12月に増設工事をし、
それぞれ今日まで半世紀に及ぶ運転を継続している。また、伊根町は昭和48年の与謝野町施設の増設工事以降、同施設による共同処理が行われている。
　この間、平成5年3月からは宮津湾流域下水道が供用開始され、水洗化の普及や人口減少から、年々し尿処理量が減少するとともに、施設の老朽化が進
み、２施設とも更新計画を定める時期が到来している。

事業概要

　老朽化が進む宮津与謝地域のし尿処理施設の整備について、宮津市、伊根町及び与謝野町のし尿等のあり方を調査、研究し、し尿処理施設の整備方途を
決定する判断材料を整えるため、１市２町が共同により「宮津与謝し尿処理のあり方研究会」を設置し、研究を始めようとするもの。

　・当研究会は、１市２町のし尿処理及び下水道担当部局を中心に構成
　・１市２町におけるし尿等処理量の将来予測
　・将来予測に基づき、当地方の最適な処理方法のあり方を総合的に検討（施設新設・大規模改修・下水道投入）

期待される事業効果等
　宮津与謝地域が抱える人口減少や財政状況が厳しい現状を踏まえ、環境負荷、経済性等を考慮した効率的で効果的な当地域のし尿等の処理のあり方をさ
ぐることができる。

京都府行財政改革支援等特別交付金　自己評価調書
団体名 与謝野町

支援区分 事業名・実施項目

広域連携事業支援 宮津与謝し尿処理のあり方研究会


